
平成２９年度 ２月補正予算参考資料

臨時県議会提案分

トータルコストの表記について
トータルコストは、事業ごとに事業費と人件費を一体としたコストを表します。あ

くまで、費用対効果を判断するための参考表記ですので、職員定数と厳密には一致し
ていません。
また、人役については、表示単位未満四捨五入で表示しており、結果が0.0人役となるものにつ

いては、人件費を0としています。



平成２９年度一般会計補正予算（臨時会関係）説明資料

６款 農林水産業費
１項 農 業 費 経営支援課（内線：7258）

１目 農業総務費 （単位:千円）

財 源 内 訳
事 業 名 補 正 前 補 正 計 備 考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

（新）
担い手確保・経営強化 0 220,000 220,000 220,000
支援事業

ト ー タ ル コ ス ト 0 220,795 220,795 （補正に係る主な業務内容）

従 事 す る 職 員 数 0.0人 0.1人 0.1人 補助金交付事務、国・市町村との調整

工程表の政策目標（指標） 多様な農業形態による農業の担い手を育成し農地の有効利用を図る。

事業内容の説明

１ 事業の目的・概要

次世代を担う意欲のある農業者の経営発展を促進するため、農業用機械・施設の導入に対して支援す

る。

２ 主な事業内容
（単位：千円）

事業内容 実施主体 補助対象者 補 助 率 補正額

農業用機械、農業用 市町村 人・農地プランに位置づけられた 総事業費の１/２以内 220,000

ハウス等施設を整備す 中心経営体であって、かつ認定

る場合、金融機関から 農業者、認定新規就農者、集落 （上限）

の融資残額に対して 営農組織 法人30,000千円

助成する。 個人15,000千円

［補助要件］

売上高の10％以上の拡大又は

経営コスト10％以上の縮減を成

果目標とすること

３ これまでの取組状況、改善点

これまで国事業（経営体育成支援事業）等による農業用機械・施設の導入への支援により、担い手の育成

を図ってきているが、国の「総合的なＴＰＰ等関連政策大綱」に即し、次世代を担う経営感覚に優れた担い手

の育成のために平成29年度補正予算化された。

県はこの事業を積極的に活用して、担い手の経営発展を支援し、次世代を担う経営感覚に優れた担い手

の育成・確保を進める。
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平成２９年度一般会計補正予算（臨時会関係）説明資料

６款 農林水産業費
１項 農 業 費 生産振興課（内線：7272）

６目 農作物対策費 （単位：千円）

財 源 内 訳
事 業 名 補 正 前 補 正 計 備 考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

(新) （諸収入）
産地パワーアップ事業 0 220,000 220,000 100,000 120,000

ト ー タ ル コ ス ト 0 220,795 220,795 （補正に係る主な業務内容）

関係団体との連絡調整、補助金交付事務従 事 す る 職 員 数 0.0人 0.１人 0.１人

工程表の政策目標（指標） ―

事業内容の説明

１ 事業の目的・概要
新たな国際環境の下で、本県園芸産地を加速的かつ戦略的に生産拡大するために、国事業（産地パワ

ーアップ事業）を活用して、農業者団体等が行う施設整備、農業機械等のリース導入及び生産資材の導
入等を推進する。

（※財源のうち120,000千円は、基金管理団体経由で交付されるため、諸収入とする。）

２ 主な事業内容
（単位：千円）

内 容 実施主体 事業費 補正額 補助率

＜整備事業＞ 農業者、農業者の組
野菜、果樹等の施設整備に要する経費の 織する団体等 200,000 100,000 国１／２
一部を助成。

＜内容＞
あんぽ柿加工施設整備（ＪＡ鳥取いなば）

＜生産支援事業＞
野菜、果樹等の農業機械等のリース導入、 240,000 120,000
生産資材導入に要する経費の一部を助成。

＜内容＞
梨、ブロッコリー等の生産支援（県全域）

合 計 440,000 220,000

３ これまでの取組状況、改善点
・農業の国際競争力を強化するために、産地パワーアップ事業が国の平成27年度補正予算で創設され

た。県はこの事業を積極的に活用し、共同利用施設及び産地の生産環境を整備しながら、早急に県
内の主要産地の活力増進を図っている。

・鳥取型低コストハウスによる施設園芸等推進事業においても国事業を活用し、全県の施設園芸を推進
する予定。（補正額：328,000千円）

※（国）産地パワーアップ事業
地域一丸となって収益力強化に計画的に取り組む産地に対し、計画策定経費、計画の実現に必要
な農業機械のリース導入や生産資材、集出荷施設の整備に係る経費等をすべての農作物を対象と
して総合的に支援する。また、基金を造成し、複数年度の事業実施を可能とするなど弾力的な運用を
行う。

・平成29年度国補正予算額 447億円（平成27年：505億円、平成28年：570億円）
・支援対象者地域再生協議会等が作成する「産地パワーアップ計画」に位置づけられている農業
者、農業者団体等

・補助率 1/2以内等
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平成２９年度一般会計補正予算（臨時会関係）説明資料

６款 農林水産業費
１項 農 業 費 生産振興課（内線：7272）

６目 農作物対策費 （単位：千円）

財 源 内 訳
事 業 名 補 正 前 補 正 計 備 考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

(新) （諸収入）
鳥取型低コストハウスによ 0 328,000 328,000 200,000 128,000
る施設園芸等推進事業

ト ー タ ル コ ス ト 0 328,795 328,795 （補正に係る主な業務内容）

関係団体との連絡調整、補助金交付事務、
従 事 す る 職 員 数 0.0人 0.1人 0.1人 低コストモデルハウスの普及

工程表の政策目標（指標） ―

事業内容の説明

１ 事業の目的・概要
本県農業の活力増進のため、県と関係機関が開発した鳥取型低コストハウスの導入を推進し、高収益

な野菜・花き等の施設園芸品目を緊急的に生産拡大する。
（※財源のうち200,000千円は、基金管理団体経由で交付されるため、諸収入とする。）

２ 主な事業内容
（単位：千円）

事業内容 実施主体 事業費 補正額 補助率
スイカ、トマト、イチゴ、切り花などの産地強
化を図るために、鳥取型低コストハウスの整 国1/3程度
備に要する経費の一部を助成。 農業者 580,000 328,000 （資材費の1/2）

生産法人 県2/9程度
生産組織 市町村1/9程度

ＪＡ等
※補助率が2/3とな

るよう県と市町村
が2:1の負担割合
で嵩上げ

３ これまでの取組状況、改善点
・県は「鳥取県農業活力増進プラン」のもと、重点分野として収益性の高い施設園芸等を推進している。
・鳥取型低コストハウスは加速的に整備が進んでおり、施設園芸の強みを活かして、産地力強化に繋が
っている。

［低コストハウスの導入整備実績・計画］
区 分 導入面積（棟数) 主な作物 対象市町村

H27年度 3.7ha（140） スイカ 倉吉、北栄
（県）９月・11月補正予算対応 トマト 倉吉、北栄、琴浦
（国）攻めの農業実践緊急対策事 アスパラガス 鳥取、八頭

業基金 育苗(ネギ・ブロッコリー) 米子、境港、大山
H28年度［明許繰越］ 6.7ha（243） スイカ・葉物類 倉吉、北栄、湯梨浜
（県）11月補正予算対応 トマト 倉吉
（国）H27経済対策補正予算対応 アスパラガス 鳥取、岩美、智頭

花壇苗 米子、大山、伯耆
葉物類 米子、日吉津、伯耆、南部、大山

H29年度[明許繰越] 9.4ha（332） スイカ、葉物類 倉吉、北栄
（県）9月・11月補正予算対応 イチゴ、小玉スイカ 北栄
（国）H28経済対策補正予算対応

H29年度 8.0ha（258） スイカ、葉物類 倉吉、北栄
（国・県）H29経済対策補正予算対応 イチゴ 北栄

合 計 27.8ha（973）
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平成２９年度一般会計補正予算（臨時会関係）説明資料 

６款 農林水産業費 

 ２項 畜 産 業 費                              畜産課（内線：7829） 

  ２目 畜産振興費                                 （単位：千円） 

事 業 名 補 正 前 補 正 計 
財  源  内  訳 

備 考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

畜産クラスター施設
整備事業（肉用牛） 

62,500 49,165 111,665 49,165     

ト ー タ ル コ ス ト 75,217 49,165 124,382 （補正に係る主な業務内容） 
補助金交付事務及び交付先団体との連絡調整など 

従 事 す る 職 員 数 1.6 人 0.0 人 1.6 人

工程表の政策目標(指標) 
子牛生産頭数・肉牛出荷頭数の増加や高価格販売による「和牛王国鳥取」の復活 
(子牛生産頭数：4,000 頭、肉牛出荷頭数：5,000 頭(平成 35 年)） 

事業内容の説明 

 

１ 事業の目的・概要 

  県内の肉用牛の生産基盤を強化するため、国庫補助事業（畜産クラスター事業）を活用して施設整備を図 

る生産者を支援する。 

 

２ 主な事業内容                                                             （単位：千円） 

    事業内容 実施主体 事業費 補正額 補助率 

 
畜産クラスター計画に位置づけられた地域の中

心的な経営体が行う規模拡大のために必要な

施設（牛舎及び堆肥舎）整備に係る経費に対す

る支援 

畜産クラスター

協議会 
98,330 49,165 国 1/2 

 

３ これまでの取組状況、改善点 

  ・国は平成 27 年度補正で畜産クラスター事業を始め、施設整備については国事業で取り組むことになった。 

肉用牛では、いなば畜産クラスター協議会から３件（６戸）、ＪＡ鳥取中央畜産クラスター協議会から２戸が施

設整備に取り組んだ。 

・国に採択されなかったＪＡ西部畜産クラスター協議会の１戸が、平成 28 年度の県版肉用牛クラスター事業で

牛舎整備を実施した。 
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平成２９年度一般会計補正予算（臨時会関係）説明資料 

６款 農林水産業費 

 ２項 畜 産 業 費                              畜産課（内線：7288） 

  ２目 畜産振興費                                 （単位：千円） 

事 業 名 補 正 前 補 正 計 
財  源  内  訳 

備 考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

畜産クラスター施設
整備事業（酪農） 

4,334 240,000 244,334   
(諸収入) 
240,000 

 
  

ト ー タ ル コ ス ト 19,435 240,000 259,435 （補正に係る主な業務内容） 
補助金交付事務及び交付先団体との連絡調整など 

従 事 す る 職 員 数 1.9 人 0.0 人 1.9 人

工程表の政策目標(指標) 
安定した生乳生産量を確保し、鳥取県産牛乳を原料とする製品の国内販売の増や輸出
等によりブランド化を進める。(生乳生産量:60,000t(平成 30 年)) 

事業内容の説明 

 

１ 事業の目的・概要 

   県内の酪農生産基盤の強化を図るため、国庫補助事業（畜産クラスター事業）を活用して施設整備を行う法

人等を支援する。 

（※財源は、公益社団法人中央畜産会経由で交付されるため、諸収入とする。） 

 

２ 主な事業内容                                （単位：千円） 

事業内容 実施主体 事業費 補正額 補助率 

畜産クラスター計画に位置付けられた地域の中

心的な経営体が行う規模拡大のための施設・機

械整備、家畜導入に係る経費に対する支援 

県中西部地

域畜産クラス

ター協議会 

480,000 240,000 国 1/2 

 

３ これまでの取組状況、改善点 

  ・国は平成 27 年度補正で畜産クラスター事業を始め、施設整備については国事業で取り組むことになった。 

酪農では、鳥取県東部地域畜産クラスター協議会から３戸、鳥取県中西部地域畜産クラスター協議会から 

４戸が施設整備に取り組んだ。 

   ・平成 28 年度には２戸の酪農家が、牛床マットの改善、牛舎改築を実施した。 
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平成２９年度一般会計補正予算（臨時会関係）説明資料 

６款 農林水産業費 

 ２項 畜 産 業 費                              畜産課（内線：7825） 

  ２目 畜産振興費                                 （単位：千円） 

事 業 名 補 正 前 補 正 計 
財  源  内  訳 

備 考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

（新） 
鳥取和牛改良試験研
究施設整備事業  

0 490,794 490,794 245,397 
<122,500> 

245,000 
 

 397 
県費負担 

122,897 
 

ト ー タ ル コ ス ト 0 491,589 491,589 （補正に係る主な業務内容） 
関係課との連絡調整など 

従 事 す る 職 員 数 0.0 人 0.1 人 0.1 人

工程表の政策目標(指標)  
子牛生産頭数・肉牛出荷頭数の増加や高価格販売による「和牛王国鳥取」の復活 
(子牛生産頭数：4,000 頭、肉牛出荷頭数：5,000 頭(平成 35 年)） 

事業内容の説明                                  【「地方創生拠点整備交付金」充当事業】 

 
１ 事業の目的・概要 

   第 11 回全国和牛能力共進会宮城大会で「白鵬８５の３」を父に持つ子牛が、肉質日本一の評価を得た。 

   消費者が求める「霜降り」「うまみ」の程よいバランスに優れた肉用牛の育種改良に全国の試験研究機関が 

しのぎを削る中、今日では遺伝子レベルでの優良血統の探索手法を用いて、産肉能力の高い種雄牛造成・ 

選抜の評価に科学的に応用することが有力視されている。 

   このため、ゲノム育種価（※）の評価機器を他県に先んじて導入整備すると共に、重点的に研究を行う研究

所棟を新築整備して、科学的かつ合理的に優秀な種雄牛造成の取組を加速させる。 

    

（※）ゲノム育種価・・・遺伝子（ゲノム）上に多数存在する「遺伝子型の違い（SNP：スニップ）」を一斉検査す

ることで、その牛個体の産肉能力などを正確に推定するもの。 

 
２ 主な事業内容 
   事業費 490,794 千円（国 1/2、県 1/2）                 （単位：千円） 

内  容 数量 補正額 

研究所棟の新築整備 １棟 183,752 

直接検定・待機牛舎の新築整備 １棟 143,998 

試験研究機器の導入整備 １式 105,412 

牛舎解体工事 １棟 16,621 

設計費 １式 27,149 

適合性判定手数料 １式 214 

工事監理費 １式 13,648 

合   計 490,794 

 
３ これまでの取組状況、改善点 

平成 27 年度２月補正予算（臨時経済対策、平成 28 年度に繰越）「畜産試験場家畜防疫体制強化事業」に 

おいて、家畜防疫体制をより強固なものとするため、進入路整備等を行った。 

また、平成 28 年９月補正予算「畜産試験場家畜防疫体制強化事業」により、新設する進入路及び外来者駐

車場に隣接する旧乳牛舎等の解体撤去を行った。現在、「畜産試験場整備事業」（平成 29 年度に繰越）により

乳牛舎等の整備を進めているところである。 
 
 
 

（注）起債欄の上段＜ ＞書きは交付税措置を除いた額である。 

備考欄の県費負担は起債欄の＜ ＞書きの金額と一般財源の金額を加算したものである。 
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平成２９年度一般会計補正（臨時会関係）予算説明資料

６款 農林水産業費

４項 林 業 費 県産材・林産振興課（内線：7254）

２目 林業振興費 （単位：千円）

財 源 内 訳
事 業 名 補 正 前 補 正 計 備 考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

（新）
林業・木材産業強化 0 1,596,493 1,596,493 1,596,382 111
総合対策事業

ト ー タ ル コ ス ト 0 1,597,288 1,597,288 （補正に係る主な業務）

従 事 す る 職 員 数 0.0人 0.1人 0.1人 補助金手続き、補助事業実施、進捗管理等

工程表の政策目標（指標） ―

事業内容の説明

１ 事業の目的・概要

国が実施するＴＰＰ及び日ＥＵ・ＥＰＡ対策関連事業を活用し、本県における合板・製材・集成材製品の生

産力及び競争力強化、原木供給の安定化及び流通の合理化を進める。

２ 主な事業内容

事業メニュー 実施主体 事業量 補助率等 補正額（千円）

木材加工流通施設等
木材加工業者等 １式 国1/2 490,000

の整備

間伐材の生産 森林組合等 国350千円/ha 113,836

林業専用道作設：21,878ｍ 林業専用道：25～35千円/ｍ

路網の整備 森林組合等 森林作業道作設：800ｍ 森林作業道：２千円/ｍ 684,430
既設道の補強：14路線 既設道の補強：定額

橋梁等の点検・診断：14橋 橋梁等の点検・診断：定額

高性能林業機械等の
森林組合等 21台 国1/2 197,700

整備

航空レーザー測量 鳥取県 日南町ほか 国3,600円/ha定額 110,305

附帯事務費 鳥取県 １式 国1/2 222

合 計 1,596,493

３ これまでの取組状況、改善点

平成27年度から国のＴＰＰ関連経済対策事業を活用し、合板・製材製造施設の生産性強化及びこれらの施

設への原木安定供給対策を進めてきた。

平成29年12月に日ＥＵ経済連携協定交渉が妥結され、林産物については、製材品、集成材、合板、木工

品等10品目について段階的に輸入関税を引き下げ、8年後に撤廃されることとなったことから、さらに対策を

進める必要がある。

-7-



平成２９年度一般会計補正予算（臨時会関係）説明資料

６款 農林水産業費

４項 林 業 費

２目 林業振興費 森林づくり推進課（内線：7３0５）

５目 造 林 費 （単位：千円）

財 源 内 訳
事 業 名 補 正 前 補 正 計 備 考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

とっとり環境の森づくり
（基 金繰入金）

事業
142,493 54,000 196,493 54,000

ト ー タ ル コ ス ト 159,978 54,000 213,978 （補正に係る主な業務内容）

従 事 す る 職 員 数 2.2人 0.0人 2.2人 －

工程表の政策目標（指標） 森林整備の推進（間伐面積4,200ha/年）

事業内容の説明

１ 事業の目的・概要

県民共通の財産である森林の公益的機能を持続的に発揮させるため、森林環境保全税により森林の保全

・整備を図るとともに、森林をすべての県民で守り育てる意識を高める。

２ 主な事業内容
（単位：千円）

区 分 事業内容 実施主体 補正前 補 正 計 補助率 備 考

保安林の 保安林の間伐を支

間伐 援

※上乗せ補助率12% 造 林 事

（造林事業を活用） 8/10 業 （ 公

共）の国

保安林内 保安林内の森林作 うち 補 正 に

森林の の森林作 業道整備を支援 森林 44,754 54,000 98,754 造林事業 伴う、保

保全整 業道整備 ※上乗せ補助率12% 所有者等 6.8/10 全 税 上

備 （造林事業を活用） 乗 せ の

増 額 補

普通林の 普通林の間伐を支 7.5/10 正

間伐 援 うち

※上乗せ補助率７% 造林事業

（造林事業を活用） 6.8/10

補正に係るもの 計 44,754 54,000 98,754

【参考】鳥取県森林環境保全基金の状況 （単位：千円）

Ｈ28年度末基金残額 （A） 146,681 ○森林環境保全税

Ｈ29税収見込み（運用利息含む） (B) 173,955 ・税 率 個人500円 法人５％

Ｈ29基金合計 (C=A+B) 320,636 ・適用期間 10年（平成20～29年度）

Ｈ29事業費見込み (D) 129,747

Ｈ29年度末基金残額 (C-D) 190,889

３ これまでの取り組み状況、改善点

造林事業を活用した保安林の間伐等に上乗せ補助をすることで、支援制度が充実し、さらに間伐等の推進

が着実に図られている。今後も引き続き間伐等による森林の保全整備を進めていく。
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平成２９年度一般会計補正予算（臨時会関係）説明資料
６款 農林水産業費

５項 水 産 業 費 水産課（内線：7309）
（単位：千円）８目 漁港建設費

財 源 内 訳
事 業 名 補 正 前 補 正 計 備考

一般財源国庫支出金 起債 その他

（公共事業） 〈562,500〉 県費負担

特定漁港漁場整 2,162,255 3,374,000 5,536,255 2,249,000 1,125,000 562,500

備事業

2,163,845 3,374,000 5,537,845 （補正に係る主な業務内容）トータルコスト

0.2人 0.0人 0.2人 －従事する職員数

境漁港高度衛生管理型市場の整備工程表の政策目標（指標）

事業内容の説明

１ 事業の目的・概要

水産物の安定的な供給と、輸出など漁業の国際化にも対応できる力強い水産業を推進するため、国が

策定した高度衛生管理基本計画に基づき、災害に強く流通の拠点となる漁港・市場の整備と消費者の

「安心・安全」のニーズに対応した高度衛生管理型市場を整備している。

このたび、平成29年度国補正に伴う増額と、継続費の年割変更を行う。

（単位：千円）２ 全体計画（継続費）

継続費 年度 継続費年割 財源内訳
国庫 起債 一般財源

平成29年度 H28 2,840,000 1,893,000 938,000 9,000
当初 H29 2,162,200 1,441,000 721,000 200

H30 3,809,400 2,539,000 1,143,000 127,400
H31 3,030,400 2,020,000 909,000 101,400
H32 1,678,000 1,118,000 504,000 56,000
H33 143,500 95,000 43,000 5,500
H34 217,000 144,000 65,000 8,000
H35 287,000 191,000 86,000 10,000
計 14,167,500 9,441,000 4,409,000 317,500

平成29年度 H29 3,374,000 2,249,000 1,125,000 0
国補正 H30 △3,374,000 △2,249,000 △1,013,000 △112,000

計 0 0 112,000 △112,000

３ 主な事業内容（事業スケジュール）

実施時期 内容

平成26年11月～ 基本設計（市場施設全体）

平成27年11月～ 実施設計（市場施設全体）

平成28年３月～ ３号上屋改修、トラックスケール新設

平成28年度 ５号上屋改修（～H29）、陸送上屋新設（～H30）、１号上屋新設（～H31)

平成29年度 陸送上屋新設整備、１号上屋新設整備、清浄海水取水施設設計

流動海水氷製造装置整備

平成30年度 １号上屋新設整備、２号上屋新設に係る護岸設計、２号上屋解体

電気ポンプ室新設着工

平成31年度 ２号上屋新築着工（～H33）、電気ポンプ室整備

平成32年度～ かにカゴ上屋、４号上屋、６号上屋に随時着工

平成35年度 事業完了

４ これまでの取組と評価
平成28年末に完成した３号南上屋・トラックスケールに続いて、平成29年は５号上屋が完成し、５～７岸

壁増深工事も終えた。また、中核施設である陸送上屋、１号上屋の整備にも着手し、現在、急ピッチで工
事が進んでいる。

オリンピックが開催される平成32年までに主要施設を完成させ、高度衛生管理型市場として運用するこ
とにより産地競争力を高め国内外へＰＲできるよう、市場関係者一丸となって進めていく。

（注）起債欄の上段＜ ＞書きは交付税措置を除いた額である。

備考欄の県費負担は起債欄の＜ ＞書きの金額と一般財源の金額を加算したものである。
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平成２９年度一般会計補正予算（臨時会関係）説明資料
６款 農林水産業費

３項 農 地 費 農地・水保全課（内線：7326）
２目 土地改良費 （単位：千円）

財 源 内 訳
事 業 名 補 正 前 補 正 計 国庫支出金 起 債 その他 一般財源 備 考

（公共事業） 債務負担行為 債務負担行為 債務負担行為 債務負担行為 債務負担行為 債務負担行為

農業農村整備事 95,000 95,000 52,250 23,000 14,250 5,500
業 <35,500> (負担金等) 県負担額

943,933 276,000 1,219,933 143,800 71,000 58,400 2,800 38,300

ト ー タ ル コ ス ト 943,933 276,000 1,219,933 （補正に係る主な業務内容）
－

従事する職員数 18.4人 0.0人 18.4人

工程表の政策目標 畑地かんがい面積の増 平成30年度 6,260ha
（指標）

事業内容の説明

１ 事業の目的
農業農村整備事業

２ 主な事業内容 (単位：千円)
事 業 名 補正前 補 正 計 備 考

補 県 県営畑地帯総合整備事業 10,000 200,000 210,000 国補正に伴う増額補正
助
事 債務負担行為 債務負担行為

業 営 経営体育成基盤整備事業 95,000 95,000 国補正に伴う増額補正
86,000 76,000 162,000

小 計 96,000 276,000 372,000
補 助 事 業 計 96,000 276,000 372,000
補正に係るもの 計 96,000 276,000 372,000

（着工地区の概要：別紙のとおり）

３ 債務負担行為限度額
補正前 補 正 計

平成29年度経営体育成基盤整備（阿毘縁地区）工事 0 95,000 95,000

４ これまでの取組状況、改善点
・農業生産基盤の整備を通じ農業者の収益力を向上させるための支援を行ってきており、農業生産基盤の整
備が着実に進んでいる。

・平成29年度の国補正を活用しつつ、今後も切れ目なく、水田の区画拡大や畑地かんがい整備を進めてい
く。

（注）起債欄の上段＜ ＞書きは、交付税措置を除いた額である。
備考欄の県費負担は起債欄の＜ ＞書きの金額と一般財源の金額を加算したものである。
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平成２９年度一般会計補正予算（臨時会関係）説明資料
６款 農林水産業費

３項 農 地 費 農地・水保全課（内線：7326）
４目 農地防災事業費 （単位：千円）

財 源 内 訳
事 業 名 補 正 前 補 正 計 国庫支出金 起 債 その他 一般財源 備 考

（公共事業） 債務負担行為 債務負担行為 債務負担行為 債務負担行為 債務負担行為 債務負担行為 債務負担行為

農地防災事業 206,000 48,000 254,000 26,400 12,000 7,680 1,920
<51,000> (負担金等) 県費負担

1,058,215 312,748 1,370,963 172,011 102,000 37,501 1,236 52,236
ト ー タ ル コ ス ト 1,061,474 312,748 1,374,222 （補正に係る主な業務内容）
従事する職員数 13.5人 0.0人 13.5人 －
工程表の政策目標 ため池整備箇所数の増 平成30年度 125箇所
（指標）

事業内容の説明

１ 事業の目的
農地防災事業

２ 主な事業内容 (単位：千円)
事 業 名 補正前 補 正 計 備 考

債務負担行為 債務負担行為 債務負担行為

補 県営地域ため池総合整備事業 100,000 48,000 148,000 国補正に伴う増額補正

助
338,700 80,000 418,700

事 県営特定農業用管水路等特別対策
業 事業

304,000 202,748 506,748 国補正に伴う増額補正

県営農業用河川工作物応急対策事
業 201,000 30,000 231,000 国補正に伴う増額補正

補 助 事 業 計 843,700 312,748 1,156,448
補正に係るもの 計 843,700 312,748 1,156,448

（着工地区の概要：別紙のとおり）

３ 債務負担行為限度額
補正前 補 正 計

平成29年度県営地域ため池総合整備（山上・水根地区）工事 0 48,000 48,000

４ これまでの取組状況、改善点
・自然的・社会的要因で生じた農業用施設（ため池や頭首工等）の機能低下の回復や地震・集中豪雨等によ
る災害の未然防止を図るための整備を行い、農村地域の防災減災対策並びに国土強靱化を推進している。

・平成29年度の国補正を活用しつつ、今後も切れ目なく、防災減災対策を進めていく。

（注）起債欄の上段＜ ＞書きは、交付税措置を除いた額である。
備考欄の県費負担は起債欄の＜ ＞書きの金額と一般財源の金額を加算したものである。
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平成２９年度一般会計補正予算（臨時会関係）説明資料

６款 農林水産業費

４項 林 業 費 森林づくり推進課（内線：7305）

５目 造 林 費 （単位：千円）

財 源 内 訳
事 業 名 補 正 前 補 正 計 備 考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

（公共事業） <73,000> 県費負担
造林事業 829,960 500,067 1,330,027 353,840 146,000 227 73,227

ト ー タ ル コ ス ト 829,960 500,067 1,330,027 （補正に係る主な業務内容）

従 事 す る 職 員 数 6.5人 0.0人 6.5人 －

工程表の政策目標（指標） 森林整備の推進（間伐面積4,200ha/年）

事業内容の説明

１ 事業の目的・概要

森林の有する多面的機能に応じた整備を進めるため、一定の要件を満たす森林整備（植栽、間伐、森

林作業道整備等）に対し支援を行う。

２ 主な事業内容

（単位：千円）

区 分 補正前 補 正 計 備 考

森林環境保全 森林環境保全 604,388 500,067 1,104,455 平成29年度国補正に伴う

整備事業 直接支援事業 増額補正

補 正 に 係 る も の 計 604,388 500,067 1,104,455

（着工地区の概要：別紙のとおり）

３ これまでの取組状況、改善点

森林の有している様々な機能を維持増進するため、一定の要件を満たす森林整備に対して支援を行って

きており、間伐及び森林施業の基盤となる森林作業道整備が着実に進んでいる。平成29年度の国補正を活

用しつつ、今後も切れ目なく、間伐を中心とした森林整備を進めていく。

（注）起債欄の上段＜ ＞書きは交付税措置を除いた額である。

備考欄の県費負担は起債欄の＜ ＞書きの金額と一般財源の金額を加算したものである。
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平成２９年度一般会計補正予算（臨時会関係）説明資料
２款 総務費

１項 総務管理費 教育・学術振興課（内線：７０２２）
８目 私立学校振興費 （単位：千円）

財 源 内 訳
事 業 名 補 正 前 補 正 計 備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源
<12,000>

私立学校施設整 478,184 16,488 494,672 12,000 4,488 県費負担額

備費補助金 16,488
トータルコスト 482,953 16,488 499,441 （補正に係る主な業務内容）
従事する職員数 0.6人 0.0人 0.6人 補助金事務
工 程 表 の 政 策 目 標 （ 指 標 ） 私立学校施設の耐震化推進への支援

県内の私立学校が魅力的学校として持続的に発展するための支援

事業内容の説明

１ 事業の目的・概要
国の補正予算に伴い、私立中学校・高等学校の校舎等の改築、改修（耐震補強工事等）に要する

経費の一部を助成することにより、校舎等の耐震化を推進し、教育環境の整備を図る。

２ 主な事業内容
（１）改築事業補助（私立高等学校等改築事業補助金）16,488千円

ア 内 容 建築後30年を経過した校舎等の改築（建替え）事業に対する助成
イ 事業主体 中学校、高等学校を設置する学校法人
ウ 対象経費 解体撤去工事・改築工事請負費、事務費
エ 補 助 率 ◇Is値0.3未満：2/3（国1/3、県1/3）平成30年度完成分まで

◇Is値0.3以上：2/3（単県）平成30年度完成分まで
（単位：千円）

区 分 鳥取敬愛高校
事 業 概 要 新校舎建設に伴う旧校舎解体
予 算 額 １６，４８８

３ これまでの取組状況、改善点
平成28年度に私立高等学校等改築事業補助金の補助単価の引き上げを行った。
Ｒ造：178,200／㎡→220,000円／㎡
Ｓ造：160,900／㎡→200,000円／㎡

鳥取敬愛高校及び鳥取城北高校の改築事業補助について、平成28年９月補正で予算化した。
国への要望の結果、耐震改築制度の国庫補助が平成30年度まで２カ年延長された。

（注）起債額の上段＜ ＞書きは交付税措置を除いた金額である。
県費負担額は起債欄の＜ ＞書きの金額と一般財源の金額を加算したものである。
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平成２９年度一般会計補正（臨時会関係）予算説明資料 

県土総務課（内線：7345） 
（単位：千円） 

事業区分 補正前 補 正 計 
財  源  内  訳 

備 考 
国庫支出金 起 債 その他 一般財源 

一般公共事業計 25,988,173 8,290,624 34,278,797 4,622,090 
<1,803,000> 

3,606,000 
54,000 8,534 

県費負担 

1,811,534 

一般直轄事業計 6,354,264 301,287 6,655,551  
<149,500> 

299,000 
 2,287 

県費負担 

151,787 

事業内容の説明       
 

１ 概要 
 一般公共事業については、国補正に伴い補正を行うもの。 
 一般直轄事業については、国補正に伴う国の直轄事業計画の事業費の増により補正を行うもの。 
 

２ 事業内訳                                                     

                                       （単位：千円） 

 

 

 

（注）起債欄の上段< >書きは、交付税措置額を除いた額である。 

   備考欄の県費負担は、起債欄の< >書きの金額と一般財源の金額を加算した額である。 
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平成２９年度 一般会計補正予算（臨時会関係）説明資料 
 
６款 農林水産業費 ４項 林業費 ７目 治山費            治山砂防課（内線:7695） 
８款 土木費 ３項 河川海岸費 １目 河川総務費           河川課   （内線:7694） 
８款 土木費 ３項 河川海岸費 ２目 河川改良費           河川課  （内線:7694） 
８款 土木費 ３項 河川海岸費 ３目 砂防費             治山砂防課（内線:7382）  
                                        （単位：千円） 

事 業 名
 

補正前
 

補正
 

計 
財  源  内  訳 

備考
 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

(新)治山事業（県土）（国経済対

策） 0 297,000 297,000 152,500 
<72,000> 

144,000  500 

県費負担 

694,900 

(新)防災・安全交付金（河川事業

(情報基盤整備)(国経済対策)） 
0 32,000 32,000 16,000 

<8,000> 

16,000  0 

(新)防災・安全交付金(河川改修)

(国経済対策) 
0 666,000 666,000 333,000 

<166,500> 

333,000  0 

(新)防災・安全交付金（通常砂防

事業）（国経済対策） 
0 1,185,000 1,185,000 592,500 

<296,000> 

592,000  500 

(新)防災・安全交付金（火山砂防

事業）（国経済対策） 
0 367,000 367,000 201,850 

<82,500>  

165,000  150 

(新)防災・安全交付金（急傾斜地

崩壊対策事業）（国経済対策） 
0 275,000 275,000 127,250 

<63,500> 
127,000 20,500 250 

(新)防災・安全交付金（砂防事業

（情報基盤整備）（国経済対策）） 
0 20,000 20,000 10,000 

<5,000> 
10,000  0 

トータルコスト 0 2,842,000 2,842,000 （補正に係る主な内容） 

従事する職員数 0.0人 0.0人 0.0人 設計積算、入札・契約の締結、現場監督 

工程表の政策目標(指標) － 

事業内容の説明 

１ 事業の目的・概要 

平成２９年７月九州北部豪雨などにより、各地で被害が発生していることを踏まえ、国土交通省・

林野庁が各都道府県と連携したプロジェクトとして、｢全国の中小河川の緊急点検｣を実施した。            

この点検結果に基づき、国は「土砂・流木対策｣、「中小河川における洪水時の水位監視｣、「再度の氾

濫防止対策」等について、重点的に対策を進めるべく経済対策を行うこととしていることから、県は

それを活用し、土砂・流木捕捉効果の高い透過型砂防堰堤等の整備や水位計設置、河川改修等を、近

年土砂・流木被害があった地域などにおいて、重点的に前倒して実施し、県民の安全・安心の確保等

に取り組む。 

 

２ 主な事業内容 

  （１）流木化する可能性の高い流路部の立木の伐採等（297百万円） 

    渓流沿いの流木化するおそれのある緊急的・集中的に流木 

   対策が必要な地区において流路部の立木の伐採等を行う。 

  

  （２）土砂・流木捕捉効果の高い透過型砂防堰堤等の整備等（1,847百万円） 

    土砂・流木被災があった地域で、流木捕捉機能を有する砂防 

   施設等がなく下流の氾濫域に多くの家屋や重要施設（要配慮者 

   利用施設や防災拠点等）を抱える渓流において土砂・流木捕捉 

   効果の高い透過型砂防堰堤等の整備を行う。 

        ・（砂防事業）鹿の子谷川ほか１９渓流 等 

  

  （３）中小河川における洪水時の水位監視（低コストの水位計設置）（32百万円） 

   人家や重要な施設（要配慮者利用施設や防災拠点等）が 

  浸水する恐れがあり、迅速な避難が必要な中小河川において、 

  洪水時の水位監視のため、低コストの水位計を設置する。 

     ・低コストの水位計設置 玉川ほか２４箇所（優先的に整備） 

 

透過型砂防堰堤の新設 

流木化する可能性の高い立木の伐採 

低コストな水位計の設置例 
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  （４）再度の氾濫防止対策等（666百万円） 

       重要水防区間のうち近年（１０ヶ年）洪水により被災した履歴があり、再度の氾濫により

多数の家屋や重要な施設（要配慮者利用施設や防災拠点等）の浸水被害が想定される河川に

おいて、浸水被害を軽減するため、河床掘削・堤防整備等を実施する。 

      ・由良川ほか４河川（優先的に整備） 
 
 
＜参考：国土交通省「中小河川緊急治水対策プロジェクト」及び 
           林野庁「流木災害防止緊急治山対策プロジェクト」の概要＞ 

１ 期  間 ： 平成２９年度～平成３２年度を目処 
２ 対策箇所(全国) 

     （治山）緊急的・集中的に流木対策が必要な地区 約１，２００地区 
     （砂防）土砂・流木対策 約７００渓流（約５００河川） 
     （河川）再度の氾濫防止対策 約３００km（約４００河川） 

（河川）洪水時の水位監視  約５，８００箇所（約５，０００河川） 等 
 

３ 重点対策内容 
（治山） 
  ○流木捕捉式治山ダムの設置 
  ○流木化する可能性の高い流路部の流木の伐採等 
  ○間伐等による根系等の発達促進 
  〈本県対象地区〉 俣野地区ほか５地区 
（砂防） 
  ○土砂・流木捕捉効果の高い透過型砂防堰堤等の整備 
  〈本県対象渓流〉 鹿の子谷川ほか２８渓流 
（河川） 
  ○再度の氾濫防止対策 
  〈本県対象河川〉 由良川ほか５河川（延長８．３ｋｍ） 
  ○中小河川における洪水時の水位監視 
  〈本県対象箇所〉 玉川ほか４８箇所 

 

（注）起債欄の上段＜ ＞書きは、交付税措置を除いた額である。 
   備考欄の県費負担は、起債欄の＜ ＞書きの金額と一般財源の金額を加算したものである。 
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平成２９年度一般会計補正予算（臨時会関係）説明資料
２款 総務費

２項 企画費 女性活躍推進課（内線：７０７７）

１目 企画総務費 （単位：千円）

財 源 内 訳
事 業 名 補 正 前 補 正 計 備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

託児機能付きサテラ

イトオフィス推進事 20,001 15,378 35,379 7,689 7,689

業

トータルコスト 27,949 19,352 47,301 （補正に係る主な業務内容）

従事する職員数 1.0人 0.5人 1.5人 委託事務、連絡調整

工程表の政策目標（指標） 仕事と家庭の両立支援、女性活躍の推進

事業内容の説明 【「地域女性活躍推進交付金」充当事業】

１ 事業の目的・概要

県内企業における在宅勤務・テレワーク(※１)制度といった多様で柔軟な働き方の導入を促進する

ため、子育て期の女性従業員などが子どもを預けて勤務することができる「託児機能付きサテライト

オフィス(※２)」を試行的に運用するとともに、テレワーク導入を検討している企業への情報通信環

境整備等に関する相談、助言を行う。

※１：テレワークとは、情報通信技術を活用した、場所や時間にとらわれない柔軟な働き方

※２：サテライトオフィスとは、企業または団体の本拠から離れた所に設置されたオフィス

２ 主な事業内容

（単位：千円）

項 目 補正予算額 内 容

託児機能付きサテ 14,024 テレワーク環境（机、椅子、Ｗｉ－Ｆｉ環境等）や託児サービ

ライトオフィスの スなど、必要な設備・機能を備えたサテライトオフィスを運営し、

運営 子育て中の女性などが働きやすい職場環境を提供することで、県

内企業の多様な働き方の導入を促進する。

運営方法：委託

設置場所：鳥取市、米子市（２カ所）

在宅勤務制度等導 854 在宅勤務制度等の導入を検討している企業に対し、情報通信環

入検討企業への支 境の整備やセキュリティー対策等について、相談、助言を行う。

援 運営方法：委託

在宅勤務制度等導 500 在宅勤務制度の導入事例やサテライトオフィス利用企業などの

入に係る広報 取組事例等を情報媒体で発信することで、テレワーク導入のメリ

ット等を県内企業に周知し、多様な働き方導入の機運を醸成する。

計 15,378

３ これまでの取組状況、改善点

・託児機能付きサテライトオフィスを鳥取市（平成29年６月１日）及び米子市（平成29年10月24日）

に開設した。

・テレワークを導入することで新たに生じるセキュリティー対策を理由に利用を躊躇する事業主に対

し、情報通信環境に係る相談、助言を行う。

【サテライトオフィスの概要】

（鳥取オフィス）場 所：鳥取市栄町401本通ビル（２階ﾃﾚﾜｰｸｽﾍﾟｰｽ、４階託児ｽﾍﾟｰｽ）

運営時間：平日午前８時３０分から午後５時まで

託児機能：すぺーすComodo（１階）、鳥取ﾌｧﾐﾘｰｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰと連携

（米子オフィス）場 所：米子市昭和町55-3（３階ﾃﾚﾜｰｸｽﾍﾟｰｽ、託児スペース）

運営時間：平日午前８時３０分から午後５時まで

託児機能：保育ルームミキッズ（２階）、米子ﾌｧﾐﾘｰｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰと連携
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平成２９年度一般会計補正予算（臨時会関係）説明資料

２款 総務費

２項 企画費 女性活躍推進課（内線：７７９１）

１目 企画総務費 （単位：千円）

財 源 内 訳
事 業 名 補 正 前 補 正 計 備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

（新）女性リーダー

育成・ロールモデル 0 4,622 4,622 2,311 2,311

発信事業

トータルコスト 0 8,596 8,596 （補正に係る主な業務内容）

従事する職員数 0.0人 0.5人 0.5人 連絡調整、委託契約事務等

工程表の政策目標（指標） 仕事と家庭の両立支援、女性活躍の推進

事業内容の説明 【「地域女性活躍推進交付金」充当事業】

１ 事業の目的・概要

企業における女性の活躍を推進するため、官民連携組織「女星（じょせい）活躍とっとり会議」と

連携し県内で活躍する女性を広く紹介するほか、中堅職員を対象としたキャリア形成に資する研修を

実施し、女性の職域拡大とリーダー育成に取り組む。

２ 主な事業内容 （単位：千円）

項目 補正予算額 内容

女性ロールモデルの 1,591 これまで女性の入職が少なかった分野も含め、分野の偏

発信 りなく多くの県内で活躍している女性（ロールモデル（※））

を発信し、管理的地位に就く自分をイメージしやすくし、

女性の職域拡大と管理的地位に就くことを目指す女性の増

加を図る。

【発信方法】新聞、情報誌、ホームページなどで継続的に

発信

女性リーダーの育成 3,031 県内の中小企業の中堅女性従業員等を対象としたスキル

アップやキャリア形成に資するセミナーを県内３地区（東

・中・西部）で開催する。

[研修内容（案）]

・組織マネジメント

・コミュニケーション技術

・ストレスに向き合う手法 など

計 4,622

※ロールモデルとは、社員等が将来において目指したいと思う、模範となる存在。

３ これまでの取組状況、改善点

平成２６年７月「輝く女性活躍加速化とっとり会議」（平成２９年５月２２日「女星（じょせい）

活躍とっとり会議」に改称）を立ち上げ、官民一体となって、女性活躍の推進のための情報発信やセ

ミナーを実施している。
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平成２９年度一般会計補正予算（臨時会関係）説明資料 

３款 民生費 

 １項 社会福祉費                           長寿社会課（内線：７１７６） 

  １目 社会福祉総務費                              （単位：千円） 

事 業 名 

 

補正前 

 

補 正 

 

計 

 

財源内訳 備考 

 国庫支出金 起債 その他 一般財源 

介護福祉士等修学資金

貸付事業 

 

5,412 

 

 9,316 

 

14,728 

 

9,316 

    

トータルコスト 7,002 9,316 16,318 （補正に係る主な業務内容） 

 補助金交付事務等 従事する職員数 0.2人  0 人 0.2人 

工程表の政策目標(指標) － 

１ 事業内容の説明        

 介護福祉士国家資格の取得を目指す外国人留学生の受入環境を図りつつ、国内での介護人材確保を加速化する

ため、国の平成２９年度補正予算において、介護福祉士等修学資金貸付事業に係る予算が措置されることとなっ

た。本県でも介護福祉士等修学資金貸付の充実を図るため実施団体に対し、貸付原資を補助する。 

 

２ 主な事業内容 

  （１）実施団体 鳥取県社会福祉協議会 

 （２）予算額  9,316千円  

   ※補助金額10,352千円のうちの国費分（補助率9/10） 

    ※県費分は特交措置によるため、貸付年度毎に要求 

  （３）貸付期間 規定無し 

 （４）貸付内容 

   ＜介護福祉士等修学資金貸付事業＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

貸付対象 

 

 

 

・養成施設等に在学していること 

・将来県内において介護福祉士又は社会福祉士の業務に従事しようとする

ものであること。 

・学業成績優秀で心身ともに健全であること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

貸付限度額 

 

 

 

 

 

 

 

＜貸付金＞ 

（１）養成施設 月額5万円 

（２）実務者養成施設 20万円 

＜加算＞ 

  ・入学準備金 20万円 

  ・就職準備金  20万円 

  ・生活費加算 月額4万円 

  ・受験対策費 年額4万円 

貸付期間 養成施設等の正規修学期間内 

返還免除要件 

 

養成施設等の卒業の日から1年以内に県内の社会福祉施等において介護等

の業務に従事し、当該業務に5年間従事したとき等 

  ＜再就職準備金貸付事業＞ 

 

 

 

 

 

 

 

貸付対象 離職した介護人材のうち、一定の経験を有する者  

 

 

 

 

 

 

貸付限度額 

 

 ＜貸付金＞ 

 再就職準備金 20万円（1回を限度） 

準備金活用例 

 

 

・子どもの預け先を探す際の活動費 

・介護に係る軽微な情報収集や学び直し代（講習会、書籍など） 

・転居に伴う場合の費用（敷金礼金、転居費など） 等 

返還免除要件 再就職後２年間介護職としての実務に従事したとき 
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平成２９年度一般会計補正予算（臨時会関係）説明資料  

３款 民生費 
 １項 社会福祉費                      障がい福祉課（内線：７１９３） 
  12 目 障がい者自立支援事業費                                （単位：千円） 

事 業 名 補正前 補正 比 較 
財  源  内  訳 備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

鳥取県社会福祉施設
等施設整備事業 

 
125,190 

 
192,000 

 
317,190 

 
128,000 

<32,000> 
64,000 

  
 
県費負担 
32,000

ト ー タ ル コ ス ト 128,369 192,000 320,369 （補正に係る主な業務内容） 
 補助金交付事務等 従 事 す る 職 員 数 0.4 人 0.0 人 0.4 人 

工程表の政策目標（指標） 入所施設の入所者の地域生活への移行の推進 

事業内容の説明 
 
１ 事業の目的・概要 

グループホーム等県内障がい福祉関係の社会資本の整備を促進するため、国庫補助制度を活用し、
施設整備事業を行う事業者に対して助成を行う。平成３０年度に実施する予定の箇所について国補正
予算により平成２９年度に実施するものである。 

 
２ 主な事業内容 

実施主体 社会福祉法人、NPO 法人、営利法人等 

対象事業 障害福祉サービス事業所等の創設（新築）、改築・大規模修繕等 

補助対象経費 施設整備に必要な工事費及び工事事務費 

補助率 3/4 

負担割合 国 1/2、県 1/4、事業主体 1/4 

内 容 グループホームの創設等７件 
障害者支援施設等の大規模修繕３件 

 

（注）起債欄の上段< >書きは交付税措置を除いた額である。 

   備考欄の県費負担は、起債欄の< >書きの金額と一般財源の金額を加算したものである。 
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平成２９年度一般会計補正予算（臨時会関係）説明資料
４款 衛生費

２項 環境衛生費 緑豊かな自然課（内線：７２００）

４目 環境保全費 （単位：千円）
財 源 内 訳

事 業 名 補 正 前 補 正 計 備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

国立公園満喫プロジ 695,370 36,818 732,188 20,068 16,750

ェクト等推進事業

トータルコスト 750,211 36,818 787,029 （補正に係る主な業務内容）

従事する職員数 6.9人 0.0人 6.9人 自然公園施設の改修

工程表の政策目標（指標） 自然公園の適正な管理、環境整備と適切な利用促進、効果的な情報発信

事業内容の説明

１ 事業の目的・概要

大山隠岐国立公園の「ナショナルパーク」としてのブランド化を図る「国立公園満喫プロジェクト」

について、国補正予算を活用し、大山開山1300年祭等により大幅な増加が見込まれる観光客の受入れ

環境の早期整備を図る。

２ 主な事業内容

（１）国補正予算の活用に伴う増額補正（自然環境整備交付金：補助率１／２） （単位：千円）

区 分 内 容 予 算 額

自然歩道改修 ・改修工事（中国自然歩道：一向平（琴浦町）～大山 15,000

滝（琴浦町））

避難小屋改修 ・改修工事（三鈷峰(大山町）） 3,500

計 18,500

（２）国当初予算の認証増に伴う増額補正（自然環境整備交付金：補助率１／２） （単位：千円）

区 分 内 容 予 算 額

公衆トイレ改修 ・改修工事（鍵掛峠（江府町）） 15,000

・改築工事（南光河原（大山町））※大山町への補助 3,318

計 18,318

３ これまでの取組状況、改善点

・同公園内の自然公園施設については、従来から環境省交付金事業等を活用し公園施設利用者の安全

性を確保するための整備を重点的に行ってきた。

・平成28年７月に、同公園が同プロジェクトのモデル地区に選定され、国予算を優先的に活用できる

こととなり、同年12月に大山隠岐国立公園満喫プロジェクト地域協議会が策定したステップアップ

プログラムに基づき、外国人観光客の誘客促進に向け、大山地域全体を活かす総合的な整備を進め

ている。

・平成30年の大山開山1300年祭等に向け、平成28年10月に発足した大山振興本部を中心に全庁一体

となり、特に大山周辺地域における整備を前倒し実施するとともに、大山寺参道周辺における観

光案内機能の強化などソフト施策の充実にも力を入れている。
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平成２９年度一般会計補正予算（臨時会関係）説明資料
４款 衛生費

２項 環境衛生費 緑豊かな自然課（内線：７２００）

４目 環境保全費 （単位：千円）
財 源 内 訳

事 業 名 補 正 前 補 正 計 備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

〈19,500〉 県負担額

自然公園等管理費 212,533 78,000 290,533 39,000 39,000 19,500

トータルコスト 274,527 78,000 352,527 （補正に係る主な業務内容）

従事する職員数 7.8人 0.0人 7.8人 自然公園施設の改修

工程表の政策目標（指標） 山の日の制定などを契機として身近な自然に親しむ機運の醸成を図り、鳥取の緑豊

かな自然の保護・保全を進めながら、自然公園における利用の促進を目指す。

事業内容の説明

１ 事業の目的・概要

自然公園法の目的である「優れた自然の風景地の利用の増進」を実現し、安全で快適な自然公園等

の利用を確保するため、自然公園施設、自然歩道の整備・修繕工事等を実施する。

国補正予算を活用し、鳥取砂丘ビジターセンターの開館（平成30年秋予定）に合わせた鳥取砂丘駐

車場公衆トイレの改築を行う。

２ 主な事業内容

国補正予算の活用による増額補正（自然環境整備交付金：補助率１／２） （単位：千円）

区 分 内 容 予算額

鳥取砂丘駐車場・園地整備 鳥取砂丘駐車場公衆トイレ改築工事 78,000

３ これまでの取組状況、改善点

・自然公園施設、自然歩道等の修繕工事は、危険性・利便性等を考慮し、重点投資による効果的な施

設整備を実施しているところである。

・特に山陰海岸ジオパークエリアの自然歩道等については、毎年関係機関合同で一斉点検を行い安全

対策に万全を期すとともに、ジオパーク再認定に向け整備を進めている。

・また、山陰海岸国立公園においては、トワイライトエクスプレス瑞風の運行や鳥取砂丘ビジターセ

ンターの開館に合わせ、より一層の安全性・利便性の向上を図ることとしている。

（注）起債額の上段〈 〉書きは交付税措置額を除いた金額である。

備考欄の県負担額は起債欄の〈 〉書きの金額と一般財源の金額を加算したものである。

-23-



平成２９年度一般会計補正予算（臨時会関係）説明資料
３款 民生費

１項 社会福祉費 消費生活センター（0859-34-2705）

７目 消費者支援対策費 （単位：千円）

財 源 内 訳
事 業 名 補 正 前 補 正 計 備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

消費者行政推進事業 20,454 15,000 35,454 15,000

トータルコスト 33,966 15,000 48,966 （補正に係る主な業務内容）

従事する職員数 1.7人 0.0人 1.7人 交付金事務、企画調整

工 程 表 の 政 策 目 標 （ 指 標 ） 【相談体制の充実・強化】委託先ＮＰＯ、市町村と連携した相談体制の強化

事業内容の説明

１ 事業の目的・概要

国補正予算を活用し、消費者行政推進のための事業を切れ目なく実施する。（地方消費者行政推進
交付金：補助率10/10）

２ 主な事業内容

（１）消費生活に関する県民意識調査及び消費者教育に関する教育機関への実態調査（4,723千円）

平成28年３月に策定した「鳥取県消費者教育推進計画」の改訂に係る基礎資料とするための調査

を実施する。

（２）市町村消費者行政推進交付金（10,277千円）

市町村が取り組む消費生活相談体制の整備や啓発講座開催等、消費者行政推進事業に対し交付を

行う。

３ これまでの取組状況、改善点

（１）「鳥取県消費者教育推進計画」に基づき、自立した消費者の育成に向けて、市町村・警察・関係

機関等と連携しながら教育体制の構築を図るとともに、平成28年度から平成30年度までの３年間を

重点活動時期として設定し、消費者教育を推進しているところである。

（２）市町村では平成21年度から消費者行政活性化基金や地方消費者行政推進交付金（平成27年度か

ら）を活用し、それぞれの実情に応じ、以下の取組を行っている。

・相談窓口の開設や拡充、相談員の配置

・メディアやグッズを活用した啓発・広報

・弁護士等の専門家を活用した講座の開催 など
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10款　教育費

５項　特別支援学校費 教育環境課（内線：７９３３）

２目　特別支援学校費 （単位：千円）

国庫支出金 起債 その他 一般財源

<72,500>

7,236 164,850 172,086

0.2人 0.0人 0.2人

事業内容の説明

１　事業の概要

２　事業内容

３　これまでの取組状況、改善点

年度 台数

15台

42台

平成27年度 44台

38台

43台

19台

10台

22台

　

平成29年度

鳥取盲学校

白兎養護学校

倉吉養護学校

平成28年度国の経済対策補正

備考

平成26年度

平成28年度
白兎養護学校

平成25年度国の経済対策補正

（注）起債額の上段＜　＞書きは交付税措置額を除いた金額である。
　　　県費負担額は起債欄の＜　＞書きの金額と一般財源の金額を加算したものである。

学校名

白兎養護学校

皆生養護学校

米子養護学校
平成４年度～11年度に整備した管理棟、管理教室棟、特別教室棟、中学部
棟、高等部棟のエアコン更新（76台）

鳥取聾学校
ひまわり分校

皆生養護学校

－

平成27年度国の経済対策補正

工程表の政策目標（指標） 特別支援教育の充実

　国の平成29年度補正予算を活用し、老朽化により更新の必要性・緊急性が高い特別支援学校の

エアコンの更新を行う。

学校名 整　備　内　容

平成５年度～11年度に整備した幼稚部棟のエアコン更新（９台）

従 事 す る 職 員 数

特別支援学校エアコ
ン整備事業費

県費負担額

5,646 164,850

鳥取盲学校

　特別支援学校のエアコン整備は平成15年度には全教室への導入を完了したが、導入から長年が

経過し、老朽化が進行している。

　更新は老朽化の状況等を判断しながら平成26年度から年次計画的に行っている。

委託、工事内容の調整

145,000 421 72,921

ト ー タ ル コ ス ト

備考

（補正に係る主な業務内容）

170,496 19,429

平成２９年度一般会計補正予算（臨時会関係）説明資料

事　業　名 補正前 補正 計
財　源　内　訳
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平成２９年度一般会計補正予算（臨時会関係）説明資料

２款 総務費
２項 企画費 交通政策課（内線：７６４１）
３目 交通対策費 （単位：千円）

財 源 内 訳
事 業 名 補正前 補 正 計 備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

（新）燃油高騰対策

支援事業 0 1,200 1,200 1,200

トータルコスト 0 1,200 1,200 （補正に係る主な業務内容）
従事する職員数 0.0人 0.0人 0.0人 補助金事務

工程表の政策目標（指標） －

事業内容の説明

１ 事業の目的・概要
燃油価格高騰に伴い、バス事業者が行う省エネの取組を支援する。

２ 主な事業内容
燃油価格高騰対策として、（一社）鳥取県バス協会に対して、バス事業者が行うエコタイヤ導入

費を補助する。
（１）交付先

（一社）鳥取県バス協会
（２）補助内容

○エコタイヤ導入費（１，２００千円）
バス事業者のエコタイヤ導入費に対して補助する。
２，０００円／本（定額補助）×６００本＝１，２００，０００円

３ これまでの取り組み状況

燃油高騰対策については、平成２４年６月補正及び平成２６年９月補正において、バス事
業者が行うエコタイヤ導入費等の補助を行った。
【平成２４年６月補正】１，８３１千円
【平成２６年９月補正】９１８千円
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平成２９年度一般会計補正予算（臨時会関係）説明資料
７款 商工費

１項 商業費 通商物流課（内線:７６５９）
２目 商業振興費 （単位：千円）

財 源 内 訳 備
事 業 名 補 正 前 補 正 計

国 庫 支 出 金 起 債 そ の 他 一般財源 考

（新）燃油高騰
対策支援事業 0 2,700 2,700 2,700

トータルコスト 0 2,700 2,700 （補正に係る主な業務内容）
補助金交付事務

従事する職員数 0.0人 0.0人 0.0人

工程表の政策目標（指標） ―

事業内容の説明
１ 事業の目的・概要

燃油価格高騰に伴い、トラック運送事業者が行う省エネの取組を支援する。
［軽油価格］平成２９年１月：１１１円／ → 平成３０年１月：１２１円／ 

※出典：資源エネルギー庁「石油製品小売市況調査（都道府県別）」

２ 主な事業内容
燃油価格高騰対策として、（一社）鳥取県トラック協会に対し、県内のトラック運送事業者が

行う低燃費タイヤ（エコタイヤ）導入経費を補助する。

※低燃費タイヤ（エコタイヤ）：タイヤの溝や原料ゴムの配合を工夫することで、走行中に受ける路面摩擦や
空気抵抗、タイヤ変形によって生じる「転がり抵抗」を減らし、燃費性能を向上させるタイヤのこと

（１）交付先
一般社団法人鳥取県トラック協会

（２）補助内容
トラック輸送事業者の低燃費タイヤ導入に対して補助する。
２千円／本（定額補助）×１，３５０本＝２，７００千円
※１本あたり助成額２千円は、低燃費タイヤと通常タイヤの価格差相当である。

３ これまでの取り組み状況
燃油高騰対策については、平成２４年６月補正及び平成２６年９月補正において、トラック

運送事業者が行う低燃費タイヤ導入等に対して補助を行った。

＜参考＞地域経済変動対策資金「平成２９年度燃油高騰対策枠」の発動
燃油の高騰に対する県内中小企業向けの金融対策として、地域経済変動対策資金「平成２９

年度燃油高騰対策枠」を２月１日に発動予定。

融資対象者 燃油価格の高騰により次のいずれかに該当する中小企業者等
ア 最近３か月の売上高又は販売数量が前年同期比５％以上減少
イ 最近１か月（実績）とその後２か月を含む３か月間の売上高又は販

売数量見込みが前年同期比５％以上減少
ウ 最近１か月の売上総利益率又は営業利益率が前年同月と比べ減少

資金の使途 運転資金・設備資金（借換は運転資金又は設備資金に併せて行う場合のみ）

融資限度額 ２億８千万円 （Ｈ２９当初予算の枠内での対応）

融資期間 １０年以内（据置３年以内を含む）

融資利率 年１．４３％

保証料率 ０．２３～０．６８％

取扱期間 平成３０年２月１日（予定）から平成３０年３月３１日申込受付分まで
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平成２９年度一般会計補正予算（臨時会関係）説明資料
６款 農林水産業費

５項 水 産 業 費 水産課（内線：7309）
（単位：千円）２目 水産業振興費

財 源 内 訳
事 業 名 補 正 前 補 正 計 備考

起債 その他 一般財源国庫支出金

がんばる漁業者

支援事業（平成 13,845 9,100 22,945 9,100

２９年度燃油高

騰対策）

14,640 9,100 23,740 （補正に係る主な業務内容）トータルコスト

0.1人 0.0人 0.1人 －従事する職員数

漁業経費の削減工程表の政策目標（指標）

事業内容の説明

１ 事業の目的・概要

資源減少、魚価の低迷等により漁業経営状況が悪化している中、燃油価格が高値水準で推移して事

業者の収益を圧迫しており、今後の燃油価格についても中長期的に不安定な価格変動の予測もあること

から、省エネエンジンの購入や漁船用ＬＥＤ作業灯を購入して漁業経営の改善を図る取組を緊急支援す

る。

燃油価格は77.6円／ にまで急騰（前年同期の126.6％）している。○H30.1.16現在、

２ 主な事業内容

区分 補正額 件数 補助対象経費の上限 補助率 摘要

補正額は全額明許

省エネ型エンジン 9,000千円 ３件 9,000千円 繰越とする。

１／３ ＜繰越理由＞

本年度内に全ての
ＬＥＤ作業灯

100千円 １件 300千円 事業を完了すること
（沿岸漁船用）

が困難なため。

補助対象者（事業実施主体）

次の要件を満たす県内漁業者

（ア）20トン未満の漁船漁業者

（イ）補助申請時の年齢が満65歳以下の者

（ただし、過去３年間に平均90日以上の出漁実績がある者は、満70歳以下）

（ウ）補助事業完了後、財産処分制限期間内は継続して１年に月90日以上出漁する者

（ただし、漁船用ＬＥＤについては、（ア）の基準を満たす必要はない。）

３ これまでの取組状況、改善点
燃油代が漁業経費の大きな割合を占めることから、漁業経営の効率化に向けて漁船の省エネ化を行っ

てきたところであり、この取組をさらに加速化する必要がある。
実施年度 件数 支援の内容

平成21年度 ４件 省エネエンジン：４件

平成22年度 11件 省エネエンジン：８件、漁船用機器：３件
平成23年度 14件 省エネエンジン：９件、漁船用機器：５件
平成24年度 ８件 省エネエンジン：７件、漁船用機器：１件
平成25年度 ９件 省エネエンジン：７件、漁船用機器：２件
平成26年度 ３件 省エネエンジン：３件
平成27年度 23件 省エネエンジン：６件、漁船用機器：１件、漁船用ＬＥＤ：14隻、

漁船改造：２件
平成28年度 15件 省エネエンジン：７件、漁船用機器：６件、漁船用ＬＥＤ：２件
平成29年度 10件 省エネエンジン：１件、漁船用機器：９件
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平成２９年度企業会計補正予算説明資料

款 資本的支出
項 建設改良費 工 務 課（内線７４４８）

目 建設準備勘定 （単位：千円）
財 源 内 訳

事 業 名 補正前 補正 計 備 考
国庫支出金 起 債 その他 一般財源

（新） 債務負担行為 債務負担行為 債務負担行為

日野川第一発電所 43,200 43,200 43,200
リニューアル概略
検討業務 0 0 0

主な業務内容 水力発電所の劣化状況調査及び改修計画の概略検討

工程表の政策目標(指標) 施設の適正管理による電力の安定供給と再生可能エネルギーの導入拡大

事業内容の説明

１ 事業目的・概要
発電施設の長寿命化と効率的な維持管理を図るため、運転開始から約５０年経過し、老朽化してい

る日野川第一発電所について、ＦＩＴ制度を活用したリニューアルの事業性を検討するため、施設の

劣化状況調査を実施するとともに、今後の改修計画の概略を検討する。

※ＦＩＴ制度…再生可能エネルギー固定価格買取制度

２ 事業内容

○対象施設 日野川第一発電所（日野郡日野町福長）

○事業期間 平成３０年３月～平成３１年３月

ＦＩＴ制度は平成３２年度末に抜本的な見直しが予定されており、同制度を活用してリニューアル

するためには、改修計画の概略検討等に早急に着手する必要がある。

○事 業 費 ４３，２００千円（内訳 平成29年度 0千円、平成30年度 43,200千円）

○業務内容

・水圧鉄管、発電所建屋など施設の劣化状況（健全度）の調査

・選択取水設備、護岸、進入路等の主要課題を解決するための資料作成及び関係者協議

・工事内容、工程及び概算工事費等を含めた改修計画の概略の検討

３ 債務負担行為額

４３，２００千円（平成３０年度）

（参考）日野川第一発電所の概要

発電開始日 昭和４３年１月
最大出力 ４，３００ｋＷ（キロワット）
年間目標発電量 １６，５５２ＭＷｈ（メガワット時）

※約４，６００世帯分の年間消費電力量に相当
年間発電収入 約１．７億円
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